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理事会通信

第3２回理事会（平成18年４月１２日）の概要
（報告事項）
　会長報告

· 健康状態その他の事情により理事会の出席状況が思わしくない。健康には十分に注意すると共に協会活動に積極的に取り組んで欲しいとの要望があった。
第1号議案　平成17年度決算案について

　配布された決算資料について会長は項目ごとに説明した。支出された科目のうち主なものは理事会で事前に了承されたものであり、出席各理事は格別の異議なく了承した。関連して、科目については、一部で変更または実態に即した科目を新設してはどうか、との意見があり、各理事もこれに同意し、総会までに修正することとなった。

第2号議案　平成18年度事業計画について

　前年度の事業計画を参考に検討された。各出席理事は前年度事業の継続・踏襲することで合意した。また、総会までに『業法』が成立したとき、制定に伴う業界再編に取り組む活動、および業法の調査研究についての対応、を追加することを了承した。

※　総会の日程は6月22日または23日で事務局が会場手配をすることを了承。

第3号議案　業界情勢について

業法制定に伴う業界再編問題について活発な意見交換がなされたが、結論を得るには至らなかった。
第３３回理事会（平成18年５月10日）の概要

会長報告

· 業法制定の動向

既に与党は民主党に法案を示し、あらまし了承の感触を得ており、議員立法で委員長提案の形で5月末の成立を見込んでいる。その際マスコミの適用除外が入る予定。

☆　業法成立後、業界団体の再編を考慮に入れなければならい。そこで、全国組織を有する団体で構成する連絡協議会を立ち上げる必要性が全調協でも話し合われた旨の報告があった。
第1号議案　平成1８年度収支予算案について

　　前回の理事会にて提案された内容に基づく修正資料が提出された。出席理事から予算案資料の会費収入と会員数との整合性について確認がなされ、会長はその根拠について説明し、理事会は予算案を了承した。

第2号議案　平成18年度事業計画案について

　　業法制定を前提にした業界団体再編に取り組む活動方針を、事業計画のトップに掲げてある『調査業界の健全化の推進』の項目に繰り入れることで意見は一致。その他二項目の順序を変更することを理事会は了承した。

第3号議案　総会準備について

総会の日程についてはホテル京阪(天満橋)にて開催日6月23日で予約した旨の報告があり、理事会はこれを了承し、総会の進行に関する事前打ち合わせがなされた。
第３４回理事会　（平成18年6月23日）の概要
会長報告

· 業法成立の経過

探偵業法の成立そのものは歓迎すべきだが、法案の審議に際し、民主党議員が質問し、同党の議員が答弁する出来レース的なことが行われたようである。これは業法の拡大解釈を引き出すための意図的な質疑応答であった。すなわち大阪府の興探条例、労働法、民法などに規定されている権利侵害の防止または禁止規定を、探偵業法における罰則規定の対象となる条項に当てはめて機能させるための誘導質疑と思われる内容であり、法案の主旨を拡大化して、恣意的に答弁しているように思えてならない、と述べたうえ、消費者保護を目的とする業法が人権擁護法の性格を帯びることに強い懸念を示した。

第1号議案　第3回通常総会の進め方

　　総会の為の各種事項についての打ち合わせがなされた。


第３回通常総会の概要
　第３回通常総会が平成１８年６月２３日午後４時からホテル京阪天満橋にて下記要領にて開催された。
　（式次第）

１．開会の辞

２．会長挨拶

３．議長選出

４．議事録署名人選出

５．議案審議

第１号議案　　平成１７年度事業報告の承認について

第２号議案　　平成１７年度収支決算の承認について　

第３号議案　　平成１８年度事業計画（案）について

第４号議案　　平成１８年度収支予算（案）について　
第５号議案　　その他

６．閉会の辞

　予定通り午後4時、伊藤事務局長の司会で開催され、以下の出席状況が報告され、総会が有効に成立する旨が報告された。

　出席状況、会員総数30名、出席者数25名（内委任状8名）
式次第に基づき会長挨拶があり、続いて、アイアイサービス統括本部の脇山良之会長が議長に選出され、審議に入った。

（審議事項）
第１号議案　平成１７年度事業報告の承認について

　平成１７年度事業報告書（自　平成１７年４月１日　至　平成１８年３月３１日）
　総務関係

　　　第１　会　員

　　　　平成１７年度中の入退会

　　　　期首正会員数　　本年度入会　　本年度退会　　　期末正会員　　　備考

　　　　　　２９　　　　　　１　　　　　　０　　　　　　　３０　　　賛助会員　１　　　　　　　　

　　　第２　役　員（平成１８年３月３１日現在）（3役以外は50音順）
　　　　会　長　　　松谷　廣信　　　　㈱企業サービス　代表取締役

　　　　副会長　　　東田　俊康　　　　㈱ピ・アイ・オ　代表取締役

　　　　専務理事　　竜田　充子　　　　㈱初恋の人探します社　代表取締役

　　　　常務理事　　大久保　勲　　　　㈱ジンダイ大阪本社　代表取締役

　　　　理　事
　大西　哲夫　　　　㈱東経総合興信所神戸本社　代表取締役

理　事　　　木戸口　正　　　　㈱ニッタン　代表取締役

　　　　理　事　　　瀬戸　ヨシエ　　　相沢京子調査室　代表

　　　　理　事　　　樋渡　晃　　　　　㈱トクチョー大阪支社　支社長

　　　　理　事　　　山田　幹郎　　　　㈱アイアイサービス大阪本部　本部長

　　　　理　事　　　脇山　良之　　　　㈱アイアイサービス統括本部　会長

　　　　監　事　　　井上　　清　　　　㈲大阪私立探偵社　代表取締役

　　　　相談役　　　井上　慎哉

　　　第３　事務局

　　　　　　　大阪市北区西天満１－１０－１６KSビル６F

　　　　　　　℡　（０６）６３１３－４５６７　FAX（０６）６３１３－４５６６

　　　第４　会議の開催

　　　　１　第２回通常総会を次の通り開催した。

　　　　　　開催日時　　平成１７年６月２２日午後４時～５時まで

　　　　　　開催場所　　大阪市北区西天満３－５－２３ホテルイルグランデ梅田

　　　　　　正会員数　　２９名、　出席会員数　２６名（委任状含）

　　　　　　議　　長　　大久保　勲　　㈱ジンダイ大阪本社代表取締役

　　　　　　議事録署名人　　木戸口　正　　　山田　幹郎

　　　　　　提出議案及びその結果

　　　　第１号議案　平成１６年度事業報告の承認について

　　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　　　　第２号議案　平成１６年度収支決算の承認について

　　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　　　　　　　第３号議案　平成１７年度事業計画（案）について

　　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　　　　　　　第４号議案　平成１７年度収支予算（案）について

　　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

第５号議案　役員改選について

　　　　　　　　　　　　　　役員の推薦・立候補が無かった為、執行部案が示され、執行部案の通り異議無く承認された

　　　　　　　第６号議案　その他

　　　　　　　　　　　　　　特に議案提出なし

　

　　　　　　総会終了後引き続いて同ホテルにて懇親パーテイーが開催された。

　　　　
２．理事会

　回数　　開催日時　　　開催場所　　　　　　　　　審議事項

　２１　　Ｈ１７年　　　関調協事務所　１号議案　調査業法制定の動きについて

　　　　　４月１４日　　　　　　　　　２号議案　平成16年度の事業報告と収支決算

について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３号議案　平成17年度の事業計画と収支予算

案について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４号議案　平成17年度の役員改選について　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　２２　　Ｈ１７年　　　関調協事務所　１号議案　平成1６年度の事業報告と収支決算

について

　　　　　５月１１日　　　　　　　　　２号議案　平成1７年度の事業計画と収支予算

案について

３号議案　調査業法について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４号議案　業界情勢について
２３　　　H１７年　　関調協事務所　１号議案　個人情報保護法施行に伴う調査業への影響について

　　　　　６月　８日　　　　　　　　　２号議案　役員改選の候補者について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　２４　　　Ｈ１７年　　関調協事務所　１号議案　各委員会の組織編制について

　　　　　７月１２日　　　　　　　　　２号議案　戸籍及び住民票の公開制限問題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３号議案　顧問・相談役の設置について

　２５　　Ｈ１７年　　　関調協事務所　１号議案　委員会の組織編制の一部追加

　　　　　　９月６日　　　　　　　　　２号議案　個人情報保護法及び戸籍住民票問題について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３号議案　その他　　

　２６　　Ｈ１７年　　　関調協事務所　１号議案　戸籍住民票の公開規制について

１０月１１日　　　　　　　　　２号議案　その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　２７　　Ｈ１７年　　　関調協事務所　１号議案　調査業法制定についての対応

　　　　１１月１６日　　　　　　　　　２号議案　戸籍住民票問題について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３号議案　教育研修会の開催について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４号議案　入会申し込みについて　

　２８　　H１７年　　　関調協事務所　１号議案　会報の発行について

　　　　１２月１４日　　　　　　　　　２号議案　業界情勢について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３号議案　会員増強について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４号議案　その他

　２９　　H１８年　　　関調協事務所　１号議案　業界情勢について

　　　　　１月１８日　　　　　　　　　２号議案　組織拡大について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３号議案　その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　３０　　H１８年　　　関調協事務所　１号議案　戸籍住民票問題について

　　　　　２月９日　　　　　　　　　　２号議案　広報活動について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３号議案　研修会について

　３１　　H１８年　　　ホテル京阪天満１号議案　研修会内容の確認

　　　　　３月１７日　　　　　　　　　２号議案　その他

　　　

　第２章　事業関係

1 調査業界の健全化の推進については

関係官庁及び団体との密接な連携を図り健全化の方策に努めた。

2 業務の適正化及び公正な苦情処理の研究と対応については

　　業務の適正化及び公正な苦情処理の研究と対応に努めると共に、消費者センターと連携し、具体的苦情に逐一対応し適正な処置に努めた。

3 会員の意識啓発と教育研修の実施については

常時会員の意識啓発に努めると同時に、平成１８年３月１７日に教育研修会を実施した。

4 広報活動の推進については

（１）関西総合調査業協会会報を６、１０、１、３月と4回発行した。

　　（２）監督官庁及び関係団体との連携を密にし、協会の事業における理解と協力に努めた。

5 組織拡大の推進については

組織拡大に努めた結果、加入1名、退会者はなく実質1名の増員となった。

6 大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例の順守に努め、倫理意識と人権の高揚に努めた。

7 コンプライアンスの推進と調査研究については

個人情報保護法の施行に伴い、その研究と対応に努めた。又、戸籍住民票の公開制限についての研究と対応に努めた。

8 特定非営利活動法人全国調査業協会連合会に団体加盟し、全面的に支援した。

9 調査業法案（仮称）の調査研究については

　　法案の調査研究に努めると同時に、国会議員に業界としての意見やお願いを積極的に行った。

以上の各項目について竜田専務理事より詳細な報告がなされ、それを受けて議長は、議場に質疑の有無を確認した後採決に入り、賛成多数でこれを可決承認した。
第2号議案　平成17年度収支決算の承認について

　　竜田専務理事より決算書に基づき平成17年度収支決算の報告が詳細になされた後、井上監事より監査報告があった。
　　議長は、それを受け平成17年度収支決算について、議場に質疑の有無を確認した後採決に入り、賛成多数でこれを可決承認した。
　　　　　　　　　　　　　　　　
第３号議案　　平成１８年度事業計画（案）について

　　自　平成１８年４月１日　　　至　平成１９年３月３１日

　第１　基本方針

1 調査業界の健全化の推進

関係官庁及び団体との密接な連携を図り健全化の方策に努める

業界団体再編への取り組みに努める

2 業務の適正化及び公正な苦情処理の研究と対応に努める

3 会員の意識啓発と教育研修の実施に努める

4 広報活動の推進

（１）機関紙の発行

　　（２）監督官庁及び関係団体との連携を密にし、協会の事業における理解と協力を求める

5 組織拡大の推進に努める

6 「探偵業の業務の適正化に関する法律」の調査研究に努める

7 コンプライアンスの推進と調査研究に努める

8 特定非営利活動法人全国調査業協会連合会に団体加盟し、全面的に支援する

9 大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例の順守に努め、倫理意識と人権の高揚に努める

　　　以上の平成18年度事業計画案に基づき竜田専務理事より詳細な説明がなされた後、議長は議場に質疑応答を求めた。

出席会員から、探偵業法の施行に際し、あらゆる面で慎重な対応を求める要望があり、執行部はこれを了承した。

議長は他に意見・発議のないことを確かめたうえ、議場に賛否を諮り、賛成多数で当該議案を可決承認した。

第4号議案　平成18年度収支予算案について
　　竜田専務理事より平成１８年度収支予算案の報告が詳細になされた後、議長は議場に質疑応答を求めたが特に発言が無かった為、議場に賛否を諮り、賛成多数で当該議案を可決承認した。
事務局便り
・第３回定時総会が会員皆様方のご協力により無事終了しました。お忙しい中、本当に有り難う御座いました。

・既にご承知の通り、前国会で探偵業法が成立しました。公布後1年以内の施行となっており、平成１９年4月1日の施行が濃厚です。消費者保護を目的とした規正法であり、業者に取り可也厳しいものとなっております。今後、この法の調査研究に努めると同時に会員皆様方からの積極的なご意見ご要望をお聞かせ頂ければと思いますので、宜しくお願い致します。
・懸案の戸籍住民票問題がいよいよ具体化しつつあります。この問題は業法以上に重要な問題を含んでいる様に思われますので、これについても積極的なご意見ご要望をお願い致します。


役に立つ法律問題

問題　 弊社（Ｘ）はＡに金５０００万円の工作機械を５０回（１回１ ０ ０万円支　　　　払）分割支払の約束で売買しましたが、途中で分割支払いがされなくなった　　　　ら困りますので、完済されるまで機械を保全したいのですが、何か良い方法　　　　はありますか。

回答　　所有権留保する。

解説　（1）売買代金が完済された時に所有権がＸからAに移転し、それまではＸに　　　　　所有権がある旨の契約をしておく。

　　　　　　民法の原則は、Ｘ、A間で売買契約が成立したときに、機械の所有権も　　　　　Aに移転することになります。

　　　　　　従って、売買契約書の条項に所有権留保（売主に）所有権があることの　　　　　項目を入れること。

（2）所有権留保すると、Ｘ、A間で機械の使用について使用貸借契約を結ぶ　　　　　　必要があります。

（3）Aに分割金の支払遅滞があれば、使用貸借契約を解除して、機械の引渡　　　　　しを受ける。

　　　　　　Aが破産した場合も、所有権にもとづき機械の引渡を受けることができます。

問題　　損害賠償はどんなときに請求出来るのですか

解説　債務不履行のとき、不法行為のときの２つの場合が予定されています。

　１，債務不履行の場合

　　　当事者間に何らかの債権債務関係がある場合です。

　　　例えば建設機械の売買の場合､売主は機械を買主に引き渡す義務があります。買主は売買代金を支払う義務があります。どちらかが約束の履行時までに自分の義務を履行しなかったら、相手方に損害賠償を支払う義務が生じます。

　２，不法行為の場合

当事者間に何らの債権債務関係がない場合。

　　　第三者によって自分の身体、財産に損害を受けた場合、その損害を第三者に請求出来ます。典型的な事例が、交通事故による損害です。

　　　保険との関係

　　　強制保険については被害者請求が出来ますが、任意保険については被害者から保険会社に直接損害金を請求することは出来ません。保険会社と被害者の間には直接何らの債権債務関係がないからです。

問題　 Ａ社からドイツ製機械を１０００万円で買って、Ｄ社に１５００万円で転　　　　売予定にしていましたが、Ａ社がドイツからその機械を輸入出来ず、弊社は　　　　Ｄ社に転売することが出来なくなり、その結果弊社は４００万円の転売利益　　　　の損害が発生しました。Ａ社に４００万円の損害を請求出来ますか。

　　　　　　　　　　　　ドイツ製機械
A　　　　　　　　　　　弊社　　　　　　　　　　D
　　　　　1000万円　　　　　　　　1500万円

売主　　　　　　　　　　買主　　　　　　　　　購入者

解説　弊社は費用等を差し引いて４００万円の利益になるところが、Ａ社の債務不履行により、４００万円の損害が生じました。民法第４ １ ６条には通常損害と特別損害を規定しています。特別損害を請求するためには、債務者がその特別事情を予見し、または予見する事が可能なことが必要です。この特別事情を知っていたか、予見出来たかは、当事者が商人であったかどうか、目的物が何か等を考慮して、個別具体的に判断するほかありません。本問の場合、転売契約の存在が「特別事情」になり、「事情」から生じた損害、すなわち転売利益の喪失が特別損害になります。

　　　暴力団の構成員が交通事故にあったとき、脅しの手口として、大きな取引があったのに、交通事故のためその取引がキャンセルになり、１億円を儲け損なったなどの言いがかりを付けてくる場合があるので注意してください。この取引が特別事情になることは言うまでもないことです。一般に予見可能ではないので、支払義務は生じません。

問題　　弊社（Ｘ）はＡ社に１０００万円の売掛金がありますが、Ａ社は支払期日　　　　が来ても支払ってくれません。Ａ社にはＢ社に２０００万円の売掛金がある　　　　だけで、めぼしい財産が全くありません。弊社がＢ社に２０００万円を請求　　　　することが出来ますか。

　　　　　　　　　　　　　　　売掛金

Ｘ　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

2000万円の請求可能か

解説　１、ＸがＡからＡの代理人としての受領権限を得て、ＢからＡの債権を回収　　　　し、取立債権者自身（Ｘ）の債権を回収する。（代理受領）

　　　２、債権の譲渡を受ける。（債権譲渡）
　　　　　債権譲渡を受けるためには、債務者ＡからＢに債権譲渡の通知をしてもらう　　事が要件になっています。従って、１，２はＡの同意がなけれが出来ません。

　　　３、債権者代位権（民法４２３条）

　　　　　債権者は自己の債権を保全するため債務者に属する権利を行うことが出　　　　来ます。

　　　　　債権者代位権に基づいて、Ｂに対し取り立て訴訟をするのがよいと思い　　　　ます。債権者代位権は債務者Ａの同意は要りません。（但し、Ａの無資力　　　　が要件になります｡）

　
倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。




















2000万の売掛金





1000万
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